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串間市職員給与等

❶ 人件費の状況（普通会計決算）
区 分

28年度 19,253人 (29.1.1現在)

住民基本台帳人口 歳出額　A 実質収支 人件費　B 人件費率 (B/A) 27年度の人件費率

（注）人件費には、特別職に支給される給料・報酬等を含む。

12,449,521千円 2,122,142千円 17.0% 16.9%335,977千円

（参考）

❷ 職員給与等の状況（普通会計予算）

（注）1. 職員手当には退職手当を含まない。　　（注）2. 給与費は当初予算に計上された額であり、共済費は除いたものです。

30年度 250人

区 分 職員数 A
給与費

(H30.4.1) 1人当たり給与費
 (B/A)

1,419,714千円 5,679千円897,347千円 176,388千円 345,979千円

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

❸ 職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

串間市

区 分
一般行政職

302,300円 345,108円 39.7歳

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

❹ 職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）　　　　　　

区 分
初任給

一般行政職
大学卒

高校卒

179,200円

147,100円

199,700円

156,800円

採用2年経過日給料額
串間市

❺ 職員の経験年数別･学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものである。

区 分

一般行政職
大学卒

高校卒

252,900円 288,400円 340,700円

213,600円 252,900円 288,400円

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

❻ 一般行政職の級別職員数の状況

（注）1. 串間市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。　2. 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。　
　　3. 構成比については、四捨五入のため内訳が合計と一致しない場合がある。

標準的な
職務内容

職員数 18人

9.3％

9.5％

6.2％

9.8％

11.1％

18.0％

28.9％

30.2％

25.1％

27.8％

24.3％

25.6％

15.5％

16.4％

15.9％

8.8％

8.5％

8.7％ 0.5％

100.0％

100.0％

100.0％

19人 56人 54人 30人 17人 194人

構成比

定型的な業務を
行う主事、技師
その他規則で
定める職務

主任主事、
主任技師
その他規則で
定める職務

課長補佐、主幹
その他規則で
定める職務

課長その他
規則で定める
職務

部長の職務
係長、主査
その他規則で
定める職務

相当の知識または経
験を必要とする業務
を行う主事、技師その
他規則で定める職務

区 分

1年前の構成比
（参考）

2年前の構成比
（参考）

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 計

❼ 昇給期間短縮の状況
区 分 合 計 一般行政職

27年度
29年度

職員数　A

比率　B／A

普通昇給期間（12～24 月）を短縮して昇給した職員数　B

0％

189人

0人

0％

0人

189人

❽ 職員手当の状況

区 分
平成29年度支給割合　串間市 平成29年度支給割合　国

勤勉手当

6月期 12月期 計
期末手当 1.225月分

0.850月分

1.375月分

0.950月分

2.600月分

1.800月分

6月期 12月期 計
1.225月分

0.850月分

1.375月分

0.950月分

2.600月分

1.800月分

◆期末手当・勤勉手当

　職制上の階級、職務の階級による加算措置
○4～5級…本俸×7%  ○6級…本俸×10%串間市
○3級…本俸×5%  ○4～5級…本俸×10%  ○6～7級…本俸×15%  ○8級…本俸×20%国

その他の加算措置（定年前早期退職者特例措置）
退職時特別昇給…2%～20％加算串間市
退職時特別昇給…3%～45％加算国

区 分
支給率　串間市

勧奨･定年

勤続20年
自己都合 20.445月分

25.55625月分

勤続25年
29.145月分

1 人 当 た り
平 均 支 給 額

自己都合

18,986千円

勧奨･定年

21,498千円

34.5825月分

勤続35年
41.325月分

49.59月分

最高限度額
49.59月分

49.59月分

支給率　国
勤続20年
19.6695月分

24.586875月分

勤続25年
28.0395月分

33.27075月分

勤続35年
39.7575月分

47.709月分

最高限度額
47.709月分

47.709月分

◆退職手当

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

代表的な特殊勤務手当の名称 ○支払額の多い手当…消防業務（夜間特殊業務・救急業務） ○多くの職員に支給されている手当…消防業務

◆特殊勤務手当（29年度）

（注）割合・支払年額については、普通会計分で企業会計分は除いたものです。

区 分 全 職 種

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給職員1人当たり平均支給年額

手当の種類（手当数）

13.93％

10

78,553円
（注）支給総額、職員1人当たり支給年額は普通会計のみの数値です。

◆時間外勤務手当
区 分

29年度

28年度

職員1人当たり支給年額

171千円

208千円

支給総額

50,837千円

41,144千円

※国の制度と同様です。

◆通勤手当

 1km～2km未満

 2km～5km未満

 5km～10km未満

10km～15km未満

15km～20km未満

支給額

0円

2,000円

4,200円

7,100円

10,000円

区 分

20km～25km未満

25km～30km未満

30km～35km未満

35km～40km未満

40km～45km未満

支給額

12,900円

15,800円

18,700円

21,600円

24,400円

区 分

45km～50km未満

50km～55km未満

55km～60km未満

60km以上

支給額

26,200円

28,000円

29,800円

31,600円

区 分

支給額

※国の制度と同様です。 ※国の制度と同様です。

◆扶養手当

配偶者

子

支給額

6,500円

子以外（父母・孫など） 6,500円

10,000円

区 分

◆住居手当

月額23,000円以下の家賃を
支払っている職員

月額23,000円を超える
家賃を支払っている職員

区 分

家賃の月額から12,000円を控除した額

家賃の月額から23,000円を控除した額の1/2
（その控除した額の1/2が16,000円を超える
ときは16,000円）に11,000円を加算した額

❾ 特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在） 
区 分

給
料

報
酬

期
末
手
当

市　長
副市長
教育長

議　長
副議長
議　員

市　長
副市長
教育長

給料月額等

741,000円
594,000円
520,000円

365,000円
322,000円
310,000円

【平成29年度支給割合】
  6月期 1.55月分
12月期 1.75月分
計 3.30月分

議　長
副議長
議　員

【平成29年度支給割合】
  6月期 1.55月分
12月期 1.75月分
計 3.30月分

市長 副市長 議員教育長 議長 副議長

宮崎市

延岡市

日南市

小林市

日向市

西都市

えびの市

串間市

都城市
総括担当

事業担当

1,053,000 840,000 713,000

675,000

770,000

638,000

629,000

692,000

603,000

616,000

594,000

680,000

545,000

567,000

618,000

546,300

557,000

520,000

696,000

500,000

516,000

378,000

369,000

433,000

424,000

357,000

365,000

625,000

420,000

471,000

325,000

326,000

379,000

361,000

315,000

322,000

583,000

400,000

435,000

311,000

313,000

358,000

349,000

304,000

310,000

755,000

675,000
940,000

955,000

783,000

788,000

865,000

672,000

772,000

741,000

※参考　県内8市の特別職報酬等の状況（平成29年4月1日現在） 単位：円

16歳から22歳までの扶養親族…5,000円を加算

地方公務員法および串間市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、
平成29年度の人事行政の運営等の状況について公表します。

串間市の人事行政運営等の
状況を公表します



福利厚生事業の状況

10 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注）職員数は一般職に属する職員数で、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

一
般
行
政
部
門

特
別
行
政

公
営
企
業
等

議　会

総　務

税　務

農　水

商　工

土　木

民　生

衛　生

小　計

教　育

消　防

小　計

病　院

水　道

その他

小　計

合　計

区 分
部 門

5

68

15

28

9

19

29

12

185

18

34

52

102

7

28

137

374

5

64 4

-1

保育所民営化によるもの

育児休業等

看護師等の確保

-8

1

-4

3

3

-1

15

28

9

20

37

11

189

18

34

52

99

7

28

134

375

職員数
平成30年 平成29年

主な増減理由対前年度増減数

10 定員適正化計画の数値目標および進捗状況●11
①定員適正化目標
　平成19年に394名であった職員数は、平成30年4月1日現在、374名となっ
ております。また、平成29年 3月に新たな定員管理計画を定め、平成29年 4月
に地方公営企業法の全部適用となった串間市民病院の人数を除き、平成30年 4
月 1日現在、272名となっていますが、平成33年度までの5年間で 10名の削
減を行うことを目標としています。今後も適正な定員管理に努めます。

②定員適正化手法の概要
　機能的な組織体制の推進、事務事業の合
理化、広域連携と民間委託等の推進、多様
な人材の確保、職員の意識改革と人材育成
の推進等に努めます。

10 職員の人事評価の状況●12
　平成29年度も、能力評価と業績評価
で構成された人事評価を行いました。職
員が職務を通じて発揮した能力や業績
を的確に把握し評価することで、能力開
発やモチベーションの向上につなげ、も
てる力を最大限に引き出すなど、人材育
成に活用しています。　　

10 職員の休業に関する状況●13
◆育児休業等の取得状況

休業の種類
休業者の内訳

育児休業
うち新規

部分休業
うち新規

取得者の
合計 うち女性

20人

19人

1人

11人

10人

1人

0人

0人

0人

0人

0人

0人うち男性

※部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その3歳に
満たない子を扶養するため、1日の勤務時間の一部（2時間を限
度）について勤務しない制度で、休業した期間の給与は育児休
業同様減額されます。

1.福利厚生事業の概要
　串間市では、地方公務員法第42条に基
づき、職員の保健、元気回復その他厚生に
関する福利厚生事業を実施しています。

◆健康診断の実施状況（平成29年度）

事業費総額：4,673,218円

定期健康診断 453人

2.その他の福利厚生事業の概要
　会員の福利厚生に関する事業を実施、相互扶助および親睦を図ることを目的としてお
り、会員の掛金および市からの補助金で運営しています。

串間市役所職員互助会（平成30年3月31日現在 会員数349人）

　人間ドック助成、親睦事業、体育および文化部活動助成、慶弔給付事業（主な内容は結婚祝金35千円、出生祝金10千円、
入学祝金10千円、入院見舞金10千円、死亡弔慰金10千円など）

❶ 主な事業

❷ 会費および市からの補助金

会　費

市補助金

公費補助率

1人当たり
公費負担額

年 度 平成 29年度
（決算）

6,397千円

1,000千円

2,865円

15.63％

平成30年度
（予算）

6,460千円

1,000千円

2,801円

15.48％

※市からの補助金は、全額、人間ドック助成に充てられています。

❸ 給付事業の内容

170,000円人間ドック助成（1泊 2日） 17件
1,341,000円149件

0円
60件 60,000円

1,107,733円
1,630,000円109件

5,244,851円

1,000,000円

0円

0円
0円

1,000,000円

人間ドック助成（日帰り）
人間ドック助成（脳ドック）

親睦事業
慶弔費など
合計

インフルエンザ予防接種助成
936,118円 0円体育および文化活動助成

事業内容 平成29年度給付実績 左記の給付事業のうち
市からの補助金額

職員の任免および職員数に関する状況報告書

　串間市の人事行政運営における公正性および透明性の確保を図るため、「串間市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」が
平成17年 4月 1日に施行されました。市民の方々に広く公表し、よりよい人事行政運営を目指していきます。

❶ 職員の採用状況（平成29年度）

一 般 事 務

土 木 技 師

消 防 士

作業療法士

理学療法士

保 健 師

看 護 師

区　　　分 合計
上級試験 中級試験 初級試験 社会人

経験者試験 選考試験

試験の種類

単位：人

3 4

2

2

1

2

2

7

1

5

3

2

合 計 3 0 8 0 12 23

5

介護支援専門員 1 1

3

2

❷ 採用試験の実施状況（平成29年度）
区　分 受験者数 第一次試験

合格者数
最終
合格者数

競争倍率
（倍）

一般事務 （上級） 23 8 6 3.8

一般事務 （初級） 10 8 4 2.5

保健師 1 ｰ 1 1.0

看護師 3 ｰ 3 1.0

介護支援専門員 1 ｰ 1 1.0
作業療法士 3 ｰ 2 1.5

合 計
（注）第一次試験合格者数が「ｰ」の区分は、選考試験等のみの職種である。

41 16 17 2.4

❸-②退職管理の状況（離職時の職が課長級の職員）
　平成 29 年度退職者のうち、3名が離職時に課長級の職員でした。
うち 2名を再任用職員として、串間市役所にて採用しております。

❸-①退職の状況（平成29年度）

区　分 定年退職
普通退職 分限退職 懲戒免職 死亡退職

合計定年前
希望退職

その他

単位：人

企 業 職 5 5

消 防 職 1

一 般 行 政 職 6 1 7

合 計 6 0 0 0 137 0

1

単位：件

❻ 勤務条件に関する措置要求および不利益処分に関する
　 不服申立ての状況報告書（平成29年度）

措 置 要 求

不 服 申 立 て

区　分 前年度現在
未処理件数

措置要求・
不服申立て件数

処理済
件数

未処理
件数処理中

❺ 懲戒処分の状況（平成29年度）
処分の事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計

単位：件

法令に違反した場合

職務上の義務に違反
または職務を怠った場合

第29条
第1項第1号

第29条
第1項第2号

第29条
第1項第3号

全体の奉仕者たるに
ふさわしくない非行のあった場合

❹ 職員の研修に関する状況（平成29年度）

❼ 勤務時間の状況（平成29年度）
一週間の
勤務時間 始業 終業 休憩時間

勤務時間の割り振り

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

庁 内 研 修

庁 外 研 修

合 計

区　分 件　数 参加者数

※庁内研修…人事評価研修、市民協働研修ほか
※庁外研修…市町村職員研修センター、市町村アカデミーほか

14 1,267

294

1,561

ｰ

14

❾ 公務災害補償の
　 認定状況（平成29年度）

公 務 災 害

区　分

通 勤 災 害

認定件数

10 勤務条件に関する
　 措置の要求の状況（平成29年度）

継続件数 措置要求件数

❽ 職員の福祉および利益の
　 保護に関する事項（平成29年度）

定 期 健 康 診 断

健康診断の種類 受診者数

※定期健康診断は、嘱託職員および臨時職員を含む。
※労働安全衛生法により複数回健診を受けているものを含む。

453 2

0

0 0
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